　　　越前市商業施設等誘客支援事業補助金交付要綱

　（目的）

第１条　この要綱は、市内商業施設等において、小売商業者等が連携して市外又は県外等からの誘客を図る取り組み（以下「補助事業」という。）を支援するため、商業施設等誘客支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、市内商業施設等への来場者数の増加及び売上拡大につなげ、ひいては本市の交流人口及び関係人口の増加につなげることを目的とする。

　（適用規則）

第２条　補助金の交付等については、越前市補助金等交付規則（平成１７年越前市規則第５０号。以下「交付規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（定義）

第３条　この要綱において、「小売商業者」とは次に掲げる産業（以下「小売商業」という。）の各号のいずれかに属する事業を主たる事業として営む、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者をいう。

(1) 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類（以下「日本標準産業分類」という。）に掲げる中分類５６－各種商品小売業から中分類６０－その他の小売業までの事業
(2) 日本標準産業分類に掲げる中分類７６－飲食店及び中分類７７－持ち帰り・配達飲食サービス業
(3) 日本標準産業分類に掲げる中分類７８－洗濯・理容・美容・浴場業

（補助対象者）

第４条　市長は、補助事業に取り組む商業者の団体（以下「商業者グループ」という。）に対し、補助事業の種類に応じて、予算の範囲内で補助金を交付するものとする。

２　前項の「商業者グループ」とは、小売商業者１０者以上で構成する団体（ただし、市内に住所を有する小売商業者が５者以上含まれる者に限る。）をいう。

３　同一年度内において補助金の交付を受け、又は受けることが決定している者は、補助対象としないものとする。

（補助対象経費）

第５条　補助対象経費は、補助事業を適切に実施するために必要な経費であって、次に掲げるものとする。

(1) 講師、研究員等の外部専門家に対する謝金及び旅費
(2) 会議費、会場借料（家賃を除く。）、報告書等作成費、資料作成費、通信運搬費、集計分析費、広告宣伝費、消耗品費、機器借上料（リース料含む。）、借損料、雑役務費（アルバイトの雇用経費）等の事業経費
(3) 委託費（補助事業の全てを委託するものを除く。）
(4) 前各号に掲げるもののほか、事業実施に当たり合理的に必要と市長が認める経費

（補助金の額）

第６条　補助金の額は、前条に規定する補助対象経費の２分の１以内の額とし、１件につき３０万円を上限とする。ただし、補助金の額が１０万円を超えない場合においては、補助金の交付の対象としない。

２　前項の規定に関わらず、補助事業の内容にデジタルの活用、脱炭素化等の推進及び促進に関する取組みが含まれる場合は、補助金の額は、１件につき４０万円を上限とする。

３　前２項の規定に関わらず、補助事業が商店街等集客力向上支援事業補助金交付要領（令和元年７月２５日福井県施行。）第３条に規定する補助対象事業に該当し、かつ、補助対象者が同要領第４条に規定する間接補助事業者に該当する場合は、補助金の額は、前条に規定する補助対象経費の３分の２以内の額とし、１件につき４０万円を上限とする。

４　補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

（補助金の交付申請）

第７条　補助金の交付を受けようとする商業者グループは、越前市商業施設等誘客支援事業補助金交付申請書（別記様式）を市長に提出しなければならない。

（補助金の実績報告）

第８条　補助金の実績報告に当たっては、交付規則第１３条第１項第１号及び第２号に規定する書類のほか、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした書類を提出しなければならない。

（補助事業の内容及び経費の配分の変更）

第９条　補助金の交付決定を受けた者は、補助事業の内容又は経費の配分の変更をしようとするときは、あらかじめ、交付規則第８条第１項の規定により市長の承認を受けなければならない。ただし、次に掲げる軽微な変更の場合においては、この限りでない。
(1) 補助対象経費の各経費区分相互間における、いずれか低い額の２０％以内の金額の変更をする場合
(2) 補助金の目的の達成に支障を来すことなく、かつ、補助事業の能率の低下をもたらさない補助事業の内容の細部を変更する場合

（その他）

第１０条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

（この要綱の失効）

２　この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。

附　則
１　この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
　（適用区分）
２　この要綱による改正後の越前市商業施設等誘客支援事業補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に交付申請がなされる補助金について適用し、同日の前日までに交付申請がなされた補助金については、なお従前の例による。
別記様式（第７条関係）
年　　月　　日　　
　　越前市長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　                  

越前市商業施設等誘客支援事業補助金交付申請書

　　　年度において、次のとおり越前市商業施設等誘客支援事業に要する経費に充てるため、越前市商業施設等誘客支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、補助金を交付されるよう申請します。
　１　補助金交付申請額　　　　　　金　　　　　　円
　２　事業計画書　　

　　　添付書類１「商業施設等誘客支援事業　事業計画書」のとおり

　３　申請団体の概要

　　　添付書類２「商業施設等誘客支援事業　実施団体概要書」のとおり

　４　収支予算書

　　　添付書類３「商業施設等誘客支援事業　収支予算書」のとおり
　５　誓約書兼市税等納付確認同意書

　　　添付書類４「商業施設等誘客支援事業　誓約書兼市税等納付確認同意書」のとおり（第６条第３項に該当する場合のみ）
６　誓約書兼市税等納付確認同意書（構成員用）
　　　添付書類５「商業施設等誘客支援事業　誓約書兼市税等納付確認同意書（構成員用）」のとおり（第６条第３項に該当する場合のみ）
　

〔添付書類１〕

商業施設等誘客支援事業　

事業計画書

	事業者の概要
	実施団体名
	
	構成員数
	

	
	代表者氏名
	

	
	代表者住所
	

	事業概要
	事業タイトル
	

	
	事業の目的
	

	
	事業の内容
	

	
	
	デジタル活用又は脱炭素化等の推進に関する取組み　有　・　無
※有りの場合は、取り組み内容を具体的に記載ください。

	
	必要性、効果
	

	実施期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	実施体制
	組織体制
	

	
	連携体制
	

	
	担当者氏名
	
	電話番号
	

	
	
	
	FAX
	

	
	
	　E－mail：


〔添付書類２〕

商業施設等誘客支援事業

実施団体概要書

	１　団体名
	

	２　設立時期
	

	３　会員数
	

	４　会員の業種
	

	５　規約等及び

会員名簿
	別紙のとおり

	６　連携する団体等について

	団体等名称
	
	代表者の住所

及び氏名
	

	団体等の

概要
	

	連携の詳細
	


〔添付書類３〕

商業施設等誘客支援事業

収支予算書

収入の部

	項　　目
	予算額（円）
	備　　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


支出の部

	項　　目
	予算額（円）
	備　　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計　
	
	


〔添付書類４〕
商業施設等誘客支援事業　誓約書兼市税等納付確認同意書
越前市長　殿
私は、関係する法令等に違反していないことを誓約し、貴殿が市税及び県税の納付状況を確認することに同意します。
　　　　年　　月　　日
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業所住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業主住所（法人の場合は不要）　　　　　　　　　　　　　
事業主生年月日（法人の場合は不要）　　　　　　　　　　　
事業主役職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
（法人にあっては、法人名及び代表者役職氏名・代表者印）　
〔添付書類５〕
商業施設等誘客支援事業　誓約書兼市税等納付確認同意書（構成員用）
越前市長　殿
私は、（申請団体名の事業所名及び代表者役職氏名）が交付申請する（事業名）　　　　　事業について構成員として、代表者が届出行為や補助金の受領等本申請に係る一切の行為を代表することに同意します。
また、不交付の決定がされた場合又は交付決定を受けた補助金額が交付申請額に達しない場合においても異議はありません。
また、関係する法令等に違反していないことを誓約し、貴殿が市税及び県税の納付状況を確認することに同意します。
　　　　年　　月　　日
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業所住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業主住所（法人の場合は不要）　　　　　　　　　　　　　
事業主生年月日（法人の場合は不要）　　　　　　　　　　　
事業主役職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
（法人にあっては、法人名及び代表者役職氏名・代表者印）　
